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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第15条第２項の規定に基づ
き、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載し
ておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、
株主の皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書
面を一律でお送りいたします。

第 7 8 回 定 時 株 主 総 会 招 集 ご 通 知

（電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく

書面交付請求による交付書面に記載しない事項）

事業報告

　会計監査人の状況

　会社の体制及び方針

　　Ⅰ.業務の適正を確保するための体制及び

       当該体制の運用状況

　　Ⅱ.当社の財務及び事業の方針の決定を支

       配する者の在り方に関する基本方針

連結計算書類

　連結株主資本等変動計算書

　連結注記表

計算書類

　貸借対照表

　損益計算書

　株主資本等変動計算書

　個別注記表

　計算書類に係る会計監査人の監査報告

（2023年９月１日から2024年８月31日まで）
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会計監査人の状況

支　払　額

・当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 29,000千円

・当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭そ

の他の財産上の利益の合計額
29,000千円

会計監査人の状況

(1) 名称

有限責任監査法人トーマツ

(2) 報酬等の額

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取

      引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分で

      きませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており

      ます。

(3) 会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由

監査役会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人より必要な資料の入

手、報告を受けたうえで、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂

行状況及び報酬見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な

検証を行い、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人が会社法及び公認会計士法等に違反もしくは抵触

すると判断した場合、監査役全員の同意により会計監査人を解任するほか、

会計監査人が職務を遂行できることが困難と認められる場合または監査の適

正性をより高めるために会計監査人の変更が妥当であると判断される場合に

は、監査役会の決定により、会計監査人の解任または不再任に関する議案を

株主総会に提案いたします。

（ 1 ）



2024/11/06 15:14:58 / 24118546_ヤマトインターナショナル株式会社_招集通知

事業報告　会社の体制及び方針

会社の体制及び方針

Ⅰ. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

当社は、会社法第362条第４項第６号並びに会社法施行規則第100条第１項

及び第３項に定める体制（内部統制システム）の整備に関する基本方針につ

いて、2015年６月５日開催の取締役会において内容の一部改定を決議してお

り、その概要は以下のとおりであります。

１. 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

(1) コンプライアンス体制の基礎として、コンプライアンス・ポリシー

（企業行動憲章）を定め、それを子会社を含めた全役職員に周知徹底

させる。

(2) 社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、コンプライア

ンス・プログラムを策定し、それを実施する。

(3) 「コンプライアンス基本規程」及び「コンプライアンス・マニュア

ル」を制定し、全役職員に対し、コンプライアンスに関する研修を行

うことにより、コンプライアンスの知識を高め、コンプライアンスを

尊重する意識を醸成する。

(4) 全役職員が、当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに

関する重要な事実を発見した場合の社内報告体制として、コンプライ

アンス・ホットライン（内部通報制度）を構築し、運用する。

２. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の意思決定または取締役に対する報告に関しては、文書の作成、

保存及び廃棄に関する「文書取扱規程」に基づき行うものとする。

３. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1) 当社及び子会社の経営に重大な影響を及ぼすリスクについては、「リ

スク管理規程」及びそれに付帯するマニュアル等に従い対応し、必要

に応じて研修等を行うものとする。また、新たに生じたリスクについ

ては、速やかに対応責任者となる取締役を定める。

(2) 組織横断的リスク状況の監視は内部監査室が行い、全社的対応はＩＲ

経営企画室が行うものとする。

４. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の

基礎として、取締役会を月１回定時に開催するほか、必要に応じて適

（ 2 ）
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事業報告　会社の体制及び方針

宜臨時に開催するものとし、当社の経営方針及び経営戦略に関わる重

要事項については、事前に経営会議において議論を行い、その審議を

経て執行決定を行うものとする。

(2) 取締役会の決定に基づく業務執行については､ 「組織および分掌規

程」､ 「職制規程」及び「職務権限規程」において、それぞれの責任

者及びその責任、執行手続きの詳細について定める。

(3) 取締役会により承認された中期経営計画及び年度利益計画に基づき､ 

各部門の具体的な年度目標及び予算を設定し、それに基づく月次、四

半期、半期、年間業績の管理を行うものとする。

５. 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための

体制

(1) グループ会社における業務の適正を確保するため、グループ会社全て

に通用する行動指針として、グループ・コンプライアンス・ポリシー

を定め、これを基礎として、グループ各社は定められた諸規程により

運営するものとする。

経営管理については、「関係会社管理規程」により、当社への決裁・

報告制度による子会社経営の管理を行うものとし、定期的に内部監査

室がモニタリングを行うものとする。

取締役は、グループ全社において、法令違反その他コンプライアンス

に関する重要な事項を発見した場合には、監査役に報告するものとす

る。

(2) 子会社が当社からの経営管理、経営指導内容が法令に違反し、その

他、コンプライアンス上問題があると認めた場合には監査役に報告す

るものとする。

監査役は意見を述べるとともに、改善策の策定を求めることができる

ものとする。

(3) 当社は、「リスク管理規程」に基づき、子会社の経営上の重要事項、

業務執行状況及び財務状況等について審議できるよう、子会社からの

定期的な報告を義務付ける。

(4) 内部監査室は、定期的に子会社の監査を実施し、当社の社長及び監査

役等に報告するものとする。

（ 3 ）
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事業報告　会社の体制及び方針

６. 監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役か

らの独立性に関する事項及び監査役の当該使用人に対する指示の実効性

の確保に関する事項

監査役は、内部監査室所属の社員に事務局として監査業務に必要な事項

を命令することができる。

内部監査室は監査役会との協議により監査役の要望した事項の内部監査

を実施し、その結果を監査役会に報告する。

７. 当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制そ

の他の監査役への報告に関する体制及び監査役の監査が実効的に行われ

ることを確保するための体制

(1) 当社及び子会社の取締役または使用人は、監査役会に対して、法定の

事項に加え、全社的に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況

を速やかに報告する。

報告の方法（報告者、報告受領者、報告時期等）については、取締役

と監査役会との協議により決定する。

(2) 監査役会は、社長、監査法人及び内部監査室とそれぞれ定期的に意見

交換会を開催する。

８. 上記７．の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱

いを受けないことを確保するための体制

当社は、監査役へ報告をした者に対し、当該報告をしたことを理由とし

て不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの取締役ま

たは使用人に周知徹底する。

９. 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る

方針に関する事項

(1) 当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い

等を請求したときは、その費用等が職務の執行について必要でないと

認められた場合を除き、当該費用または債務を処理する。

(2) 当社は、監査役が職務執行に必要であると判断した場合、弁護士、公

認会計士等の専門家に意見・アドバイスを依頼する等の必要な監査費

用を認める。

（ 4 ）
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事業報告　会社の体制及び方針

10. 反社会的勢力排除に向けた体制

当社は、「コンプライアンス・ポリシー（企業行動憲章）」において、

反社会的勢力に対し断固とした姿勢で臨むことを掲げ、関係排除に取組

むものとする。

また、顧問弁護士や警察等の外部機関と連携し社内体制の整備を行うと

同時に、全役職員への啓蒙活動にも取組むものとする。

11. 財務報告の信頼性を確保するための体制

財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法及び関連する法令を

遵守し、整備・評価・是正を行うことにより適正な内部統制システムを

構築する。

（業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要）

① コンプライアンスに対する取組み

当社は、コンプライアンス委員会を定期的に開催し、問題の早期発見と

改善措置を実施しております。

内部監査室では、コンプライアンスを監査の重点項目とし、法令・定

款・社内規程等の遵守状況の監査に加え、会社の社会的責任の観点から

業務が適切になされているかについても確認しております。

② 財務報告に係る信頼性の確保に対する取組み

当社の内部監査室は、各部門に赴き、現状を把握するとともに業務プロ

セスのリスクやコントロールの見直しを行い、内部統制システムの質的

向上を図っております。また、財務報告の信頼性に及ぼす影響に鑑み、

策定した監査実施計画に基づき、内部統制の有効性の評価を実施してお

ります。

③ 監査役の監査体制

当社の監査役は、監査役会を定時及び臨時に開催し、情報交換を行って

おります。また、取締役会、経営会議等の重要な会議には全て出席し、

監査の実効性の向上を図っております。更に会計監査人とも監査結果の

報告会等定期的に打合せを行っており、会社の内部統制に対して十分な

監視機能を有しております。

（ 5 ）
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事業報告　会社の体制及び方針

Ⅱ. 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

１. 会社の支配に関する基本方針

上場会社である当社の株式は、株主、投資家の皆様による自由な取引

が認められており、当社の株式に対する大規模買付提案またはこれに類

似する行為があった場合においても、一概に否定するものではなく、最

終的には株主の皆様の自由な意思により判断されるべきであると考えま

す。

一方で、わが国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣の賛

同を得ずに、一方的に大規模買付提案またはこれに類似する行為を強行

する動きが散見されます。

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当

社の企業理念、企業価値のさまざまな源泉、当社を支えるステークホル

ダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の

利益を中長期的に確保・向上させる者でなければならないと考えており

ます。従いまして、企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれ

のある不適切な大規模買付提案またはこれに類似する行為を行う者は、

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考

えます。

２. 会社の支配に関する基本方針の実現に資する特別な取組み

当社は、ワニのワンポイントで親しまれている「クロコダイル」を筆

頭に、カジュアルブランドを運営するアパレルメーカーです。1937年大

阪で創業した「盤若商店（ヤマト インターナショナルの前身）」は、

15人の従業員と10台のミシン、そして「より良い服を作ろう」という強

い意思から始まりました。「もの創りは、人創り」という理念を掲げ、

お客様に求められる上質な服を作り、作り手の技術を培い人を育て、お

客様に愛用され信頼を得る。その積み重ねで成長を遂げてまいりまし

た。

時代とともに人々の価値観や社会環境が変化していく中でも、顧客起

点でお客様に求められる

その時代のライフスタイルに相応しい「ものを創る」。

より良い服を作るために社員を育て「人を創る」。

お客様に愛用され信頼されお客様という「人を創る」。

創業当時の志を受け継ぎ、「ものを創り 人を創り お客様と共に心豊

かな毎日を創る」というミッションのもと、これからもお客様に求めら

（ 6 ）
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事業報告　会社の体制及び方針

れるより良い服を誠意を込めて作り続けていきます。

基幹事業である「クロコダイル」は、「〝大人のTPO〟をスマートに

演出するブランド」をコンセプトに、改めて原点である顧客起点に立ち

返り、既顧客の満足度向上と活性化に繋がる商品の強みや付加価値を戦

略的に構築してまいります。

潜在顧客の獲得に向けましては、クロコダイルグループにおける先進

的な役割を担う２つの「ストラテジックライン」に注力してまいりま

す。デザイン性トレンド性を最も重視したラインである「クロコダイル 

コード」は、2024年春夏から商品構成を拡充し、アパレルに加え、足元

も含めたスタイル/コーディネート提案を強化しております。もう一方

の「スウィッチモーション クロコダイル」は、先進的なスポーツ業界

が取り組んでいる工夫や進化といった要素を取り入れ、「もの創り」を

最も重視したラインとなり、引き続き戦略的に提供価値の構築を目指し

てまいります。

更に商品、店舗、コミュニケーション等すべてにおいて一貫性を保ち

提供することで、お客様のブランドに対する認知認識を深め顧客を獲得

し、事業の持続的な成長を目指してまいります。

「創造的な移動を続ける都市生活者のための機能服」をコンセプト

に、オンラインショップをベースに展開する「CITERA（シテラ）」は、

常に快適で洗練された時代に響くスタイルを創り出し、ブランドの顔と

なる商品開発等に引き続き注力することで更なる売上拡大を目指してま

いります。また、米国発アウトドアファッションブランド

「Penfield（ペンフィールド）」と、ハワイ発カジュアルサーフブラン

ド「Lightning Bolt（ライトニングボルト）」は、ブランド認知度と価

値向上に注力し、ライセンス事業の更なる拡大を目指してまいります。

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題と位置づけ、

事業の成長、資本効率の改善等による中長期的な株主価値・企業価値の

向上を目指してまいります。

３. 会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務

及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みの概要

当社は上記基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事

業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みとして「当社

株式の大規模買付行為への対応策（買収への対応方針）」（以下「本プ

（ 7 ）
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ラン」といいます。）を導入しております。

本プランでは、当社株式に対し20％以上の大規模買付行為を行おうと

する者（以下「大規模買付者」といいます。）が、大規模買付行為実施

前に遵守すべき、大規模買付行為に関する合理的なルール（以下「大規

模買付ルール」といいます。）を定めています。当社取締役会は、大規

模買付者に対し、大規模買付行為に関する必要かつ十分な情報を当社取

締役会に提供することを要請し、当該必要情報の提供完了後、大規模買

付行為の評価検討のための期間を設定し、当社取締役会としての意見形

成や必要に応じて代替案の立案を行い、公表することとします。従いま

して、大規模買付行為は、取締役会の評価検討の期間（対抗措置の発動

の是非に係る株主総会を開催する場合には、当該株主総会の開催に要す

る期間を含みます。）の経過後にのみ開始されるものとします。当社取

締役会は、大規模買付者が、大規模買付ルールを遵守した場合には、原

則として対抗措置をとりません。他方、大規模買付者が、大規模買付ル

ールを遵守しなかった場合には、必要かつ相当な範囲内で、会社法その

他法律及び当社定款が認める対抗措置をとり、大規模買付行為に対抗す

ることがあります。

有効期間満了にあたり、本総会において、継続することを株主の皆様

にお諮りすることとしております。具体的内容は、招集ご通知の株主総

会参考書類の第５号議案をご参照ください。ただし、有効期間中であっ

ても、株主総会または、取締役会の決議により、本プランを廃止する旨

の決議が行われた場合には、その時点で廃止されるものとします。

本プランの詳細につきましては、インターネット上の当社ウェブサイ

ト（https://www.yamatointr.co.jp/）に掲載しております。

４. 本プランが会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいて

は株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とする

ものではないことについての概要

(1) 買収への対応方針に関する指針の要件を充足していること

本プランは、経済産業省及び法務省が2005年５月27日に発表した

「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関

する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上

の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性の原則）を充足

しています。

また経済産業省に設置された企業価値研究会が2008年６月30日に発
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表した報告書「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」

及び株式会社東京証券取引所が2015年６月１日に公表した「コーポレ

ートガバナンス・コード」（2021年６月11日に改訂）の「原則１－５

いわゆる買収防衛策」の内容も踏まえたものとなっております。
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(2) 株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

本プランは、当社株式に対する大規模買付行為等がなされた際に、

当該大規模買付行為等に応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、あ

るいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確

保し、株主の皆様のために大規模買付者等と交渉を行うこと等を可能

とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保

し、向上させるという目的をもって継続したものです。

(3) 合理的な客観的発動要件の設定

本プランは、あらかじめ定められた合理的な客観的要件が充足され

なければ発動されないように設定されており、当社取締役会による恣

意的な発動を防止するための仕組みが確保されています。

(4) 独立性の高い社外者の判断を重視

本プランにおける対抗措置の発動等に際しては、独立している社外

者のみで構成される独立委員会へ諮問し、同委員会の勧告を最大限尊

重するものとされており、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に

資するよう、本プランの透明な運用を担保するための手続きも確保さ

れています。

(5) 株主意思を反映するものであること

本プランは、定時株主総会における株主の皆様のご承認を条件に、

継続されたものであり、その継続について、株主の皆様のご意向が反

映されております。また、本プラン継続後、有効期間中であっても、

当社株主総会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合に

は、本プランはその時点で廃止されることになり、株主の皆様のご意

向が反映されます。

(6) デッドハンド型対応方針やスローハンド型対応方針ではないこと

本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される当社

取締役会により廃止することができるものとされており、当社の株式

を大量に買付けた者が、当社株主総会で取締役を指名し、かかる取締

役で構成される当社取締役会により、本プランを廃止することが可能

であり、デッドハンド型対応方針ではありません。また、当社の取締

役任期は１年であり、本プランはスローハンド型対応方針でもありま

せん。
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連結株主資本等変動計算書 ( 2023年９月１日から
2024年８月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 4,917,652 4,988,692 6,538,520 △364,168 16,080,697

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △369,825 △369,825

親会社株主に帰属する当期純利益 352,867 352,867

自 己 株 式 の 取 得 △341 △341

株主資本以外の項目の当期変動額
（ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － △16,957 △341 △17,299

当 期 末 残 高 4,917,652 4,988,692 6,521,562 △364,510 16,063,397

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益
退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利
益累計額合計

当 期 首 残 高 753,505 3,529 △38,801 718,233 16,798,930

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △369,825

親会社株主に帰属する当期純利益 352,867

自 己 株 式 の 取 得 △341

株主資本以外の項目の当期変動額
（ 純 額 ）

550,258 △8,865 25,299 566,693 566,693

当 期 変 動 額 合 計 550,258 △8,865 25,299 566,693 549,393

当 期 末 残 高 1,303,764 △5,335 △13,502 1,284,926 17,348,323
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2024/11/06 15:14:58 / 24118546_ヤマトインターナショナル株式会社_招集通知

連結注記表

　連 結 注 記 表
＜連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等＞

１. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　１社

連結子会社の名称

ヤマト ファッションサービス株式会社

２. 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

３. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法

② デリバティブ

　時価法

③ 棚卸資産

　主として総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び連結子会社は定率法を採用しております。ただし、1998年12月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属

設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　３～47年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

③ リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額の当連結会計年度負

担額を計上しております。
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(4）重要な収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履

行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、

以下のとおりであります。

①　卸売販売に係る収益

　卸売販売に係る収益は、製品の引渡及び配送を履行義務として識別しております。

卸売販売においては、顧客による検収が完了した時点で履行義務が充足されるもの

の、製品出荷時点と重要な差異はないため、当該製品の出荷時点で収益を認識してお

ります。

②　小売販売に係る収益

　小売販売に係る収益は、製品の引渡を履行義務として識別しております。小売販売

においては、通常製品の引渡時点において履行義務が充足されるため、当該製品の引

渡時点で収益を認識しております。

③　サービス提供に係る収益

　サービス提供に係る収益は、主にライセンス、ロイヤリティ収入が含まれ、ライセ

ンスの貸与を履行義務として識別しております。これらは、契約上の条件が履行され

るにつれて履行義務が充足されると判断し、一定期間にわたり収益を認識しておりま

す。

(5) 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約については、振当処

理の要件を満たしている場合には振当処理、金利スワップ取引については、特例処理

の要件を満たしている場合には特例処理によっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ. ヘッジ手段……為替予約

ヘッジ対象……外貨建債権債務及び外貨建予定取引

ｂ. ヘッジ手段……金利スワップ取引

ヘッジ対象……借入金

③ ヘッジ方針

デリバティブ取引に関する権限規程等を定めた社内管理規程に基づき、為替相場変

動リスク及び金利変動リスクをヘッジしております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

外貨建予定取引に係る為替予約については、予定取引の主要な取引条件の予測可能

性及びその実行可能性を検討し、有効性の評価を行っております。

なお、振当処理によっている外貨建債権債務に係る為替予約は振当処理の要件を満

たしていることを、特例処理によっている金利スワップ取引は特例処理の要件を満た

していることを確認しており、その判定をもって有効性の評価に代えております。
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２. 有形固定資産の減価償却累計額 7,441,893千円

３. 受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額

は、それぞれ以下のとおりです。

受取手形 7,951千円

売掛金 1,224,207千円

契約資産 12,215千円

場所 用途 種類

福岡県糟屋郡他 店舗用資産

建物及び構築物、有形固定資

産その他(工具、器具及び備

品)

(7) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰

属させる方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、発生年度において一括償却しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（８年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理しております。

③ 未認識数理計算上の差異の会計処理方法

未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその

他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

＜連結貸借対照表に関する注記＞

１. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

＜連結損益計算書に関する注記＞

1. 減損損失

　当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

　当社グループは、継続的に収支の把握を行っている事業単位ごとに資産のグルーピングを

行っております。

　このうち営業活動から生ずる損益が継続してマイナスとなる見込みである資産グループの

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に5,665千円

（建物及び構築物5,458千円、工具、器具及び備品206千円）計上しております。

　なお、減損損失の測定における回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、将来

キャッシュ・フローがマイナスのため回収可能価額を零とみなしております。
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（単位：株）

株式の種類
当連結会計年度
期 首 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 株 式 数

発行済株式

普 通 株 式 21,302,936 － － 21,302,936

合 計 21,302,936 － － 21,302,936

自 己 株 式

普 通 株 式
（注）

756,907 1,046 － 757,953

合 計 756,907 1,046 － 757,953

決 議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配　当　額

基 準 日 効 力 発 生 日

2023年11月22日
定時株主総会

普通株式 246,552千円 12円 2023年８月31日 2023年11月24日

2024年４月12日
取締役会

普通株式 123,272千円 6円 2024年２月29日 2024年４月26日

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配　当　額

基準日 効力発生日

2024年11月22日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 205,449千円 10円 2024年８月31日 2024年11月25日

＜連結株主資本等変動計算書に関する注記＞

１. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び総数に関する事項

（注）自己株式の増加1,046株は、単元未満株式の買取りによる増加1,046株であります。

３. 剰余金の配当に関する事項

(1) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

(2) 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項（予定）
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＜金融商品に関する注記＞

１. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、余剰資金については主として安全性の高い金融資産で運用しておりま

す。

　また、運転資金については銀行及び生命保険会社からの借入により調達しております。

　デリバティブ取引は後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行

っておりません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形、売掛金及び契約資産は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。

有価証券及び投資有価証券は、主に公社債及び業務上の関係を有する企業の株式であ

り、発行体（取引先企業）の信用リスクや市場価格の変動リスクに晒されております。

差入保証金は、主に出店に係る賃貸借契約に基づく保証金であり、取引先の信用リスク

に晒されております。

営業債務である支払手形、買掛金及び電子記録債務は、そのほとんどが６ヶ月以内の支

払期日であります。また、一部外貨建ての営業債務は為替リスクに晒されておりますが、

先物為替予約取引を利用してヘッジしております。

借入金は長期運転資金に係る資金調達を目的としたものであり、このうち一部は金利の

変動リスクに晒されております。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ

を目的とした先物為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッ

ジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性評価の方法等については、前述の「＜連結計算書類

の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等＞３．会計方針に関する事項（6）

重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

当社グループは、売上債権に係る不測の損害が生じないよう、与信管理規程に与信限

度額及び回収の条件等を定めております。また、事業統括本部では、経理部より配布さ

れる滞留期間別売掛金管理表と営業部門より提出される滞留先報告書に基づき、月次会

で回収状況の確認及び指示を行っております。

運用目的の債券は、職務権限規程に従い個別に決裁を受ける体制となっており、格付

けの高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅少であります。

デリバティブ取引の相手先は、信用度の高い金融機関に限定しているため信用リスク

はほとんどないと認識しております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況を把握

し、また、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

デリバティブ取引については、取引権限や限度額等を定めたデリバティブ管理規程に

従い、実需の範囲内での取引を行っております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部門からの報告に基づき経理部が月次で資金繰計画を作成・管理するとと

もに、手元流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。
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連結注記表

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1）有価証券及び投資有価証券

　　　その他有価証券 5,856,136 5,856,136 －

(2）差入保証金 121,673 115,791 △5,881

資産計 5,977,809 5,971,927 △5,881

(3）長期借入金（※１) 778,293 771,169 △7,123

負債計 778,293 771,169 △7,123

　デリバティブ取引（※２) (7,688) (7,688) －

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい

るため、異なる前提条件を採用することにより、当該価額が変動することがあります。ま

た、後述の「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契

約額等につきましては、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すもので

はありません。

２. 金融商品の時価等に関する事項

　2024年８月31日現在における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額5,400千円)

は、「有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

　「現金及び預金」、「受取手形、売掛金及び契約資産」、「支払手形及び買掛金」、「電

子記録債務」は短期間で決済されるため時価が帳簿価額と近似することから、注記を省略し

ております。また、「有価証券及び投資有価証券」に含まれる合同運用指定金銭信託

2,300,000千円についても短期間で決済されるため時価が帳簿価額と近似することから、注

記を省略しております。

（単位：千円）

(※１)１年内返済予定の長期借入金は長期借入金に含めております。

(※２)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正

味の債務となる項目については（ ）で表示しております。
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ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象

当連結会計年度（2024年８月31日）

契約額等
（千円）

契約額等のうち
１年超（千円）

時価(注)１
（千円）

原則的処理方法 為替予約取引

買建

人民元 買掛金 254,691 － △3,038

米ドル 買掛金 137,061 － △4,649

為替予約の振当処理 為替予約取引

買建

人民元 買掛金 21,573 － （注）２

合計 413,326 － －

(注１)デリバティブ取引に関する事項

デリバティブ取引

(1）ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　該当事項はありません。

(2）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　①  通貨関連

　（注）１. 時価等の算定方法

取引先金融機関から提示された時価等に基づき算定しております。

２. 為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている外貨建金銭債権債

務と一体として処理されているため、その時価は、当該買掛金の時価に含めて

記載しております。

② 金利関連

　該当事項はありません。
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１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

有価証券及び投資

有価証券
2,300,000 433,650 2,600,000 200,000

１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超

長期借入金 220,043 130,040 80,040 348,170

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び

投資有価証券

　その他有価証券

　　株式 2,870,166 － － 2,870,166

　　債券 － 295,569 2,619,182 2,914,752

　　その他 － 71,217 － 71,217

デリバティブ

　通貨関連 － △7,688 － △7,688

資産計 2,870,166 359,098 2,619,182 5,848,447

（注２）満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

（単位：千円)

（注）差入保証金については返還期日を明確に把握できないため、償還予定日を記載してお

りません。

（注３）長期借入金の連結決算日後の返済予定額

（単位：千円)

３. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格よ

り算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット

以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　　　　　　　　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合に

は、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定に

おける優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1)時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産

（単位：千円)
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

差入保証金 － 115,791 － 115,791

資産計 － 115,791 － 115,791

長期借入金 － 771,169 － 771,169

負債計 － 771,169 － 771,169

(2)時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：千円)

(注１）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

　有価証券及び投資有価証券

　上場株式は取引所の価格によっており、市場の活発性に基づきレベル１に分類しており

ます。

　債券は市場価格及び割引キャッシュ・フロー法等で算定された取引金融機関からの提示

価格によっており、クレジットスプレッド等の観察できないインプットを用いて価格を算

定している場合はレベル３に分類し、その他はレベル２に分類しております。

　その他に含まれる投資信託は、市場における取引価格が存在しないことから基準価額に

よっており、レベル２に分類しております。

　デリバティブ取引

　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、レベル２の時価に分類し

ております。

　為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている買掛金と一体として処理し

ており、当該買掛金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記

を省略しております。

　差入保証金

　差入保証金の時価は、返還により発生する将来キャッシュ・フローを返還の期間までに

対応する無リスクの利率で割り引いた現在価値から貸倒見積額を控除した価額によってお

り、レベル２の時価に分類しております。

　長期借入金

　長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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有価証券及び投資有価証券

期首残高 2,560,436

当連結会計年度の損益又はその他の包括利益累計額

　損益に計上 －

　その他の包括利益累計額に計上 58,746

購入、売却、発行及び決済の純額 －

レベル３の時価への振替 －

レベル３の時価からの振替 －

期末残高 2,619,182

当連結会計年度の損益に計上した額のうち連結貸借対照

表において保有する金融商品の評価損益
－

(注２）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融商品のうちレベル３の時価に関する

情報

　①　重要な観察できないインプットに関する定量的情報

　取引先金融機関等から入手した価格を調整せずに使用しているため、記載しておりませ

ん。

　②　期首残高から当期末残高への調整表、当連結会計年度の損益に認識した評価損益

（単位：千円)

　③　時価の評価プロセスの説明

　当社において、時価で連結貸借対照表に計上している金融商品のうちレベル３の時価の

ものは、すべて第三者から入手した価格を使用しております。第三者から入手した価格を

使用するにあたっては、使用されている評価技法及びインプットの確認等の適切な方法に

より価格の妥当性を検証しております。

　④　重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明

　該当事項はありません。
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退職給付債務の期首残高 825,929千円

勤務費用 29,274千円

利息費用 9,085千円

数理計算上の差異の発生額 3,191千円

退職給付の支払額 △114,719千円

退職給付債務の期末残高 752,761千円

年金資産の期首残高 989,635千円

期待運用収益 19,792千円

数理計算上の差異の発生額 30,313千円

事業主からの拠出額 22,921千円

退職給付の支払額 △114,719千円

年金資産の期末残高 947,943千円

積立型制度の退職給付債務 752,761千円

年金資産 △947,943千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △195,182千円

退職給付に係る資産 △195,182千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △195,182千円

＜退職給付に関する注記＞

１. 採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、確定給付型の制度として、確定

給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けております。

なお、確定給付企業年金制度については、2011年１月１日より、従来の適格退職年金制度

から移行したものであり、すべて積立型制度であります。

上記以外に、従業員の退職等に際して、退職給付会計基準に準拠した数理計算による退職

給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。

また、当社及び連結子会社は、2015年12月１日より、確定拠出年金制度を開始いたしまし

た。

２. 確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負

債及び退職給付に係る資産の調整表
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勤務費用 29,274千円

利息費用 9,085千円

期待運用収益 △19,792千円

数理計算上の差異の費用処理額 9,332千円

確定給付制度に係る退職給付費用 27,899千円

数理計算上の差異 △36,454千円

合　計 △36,454千円

未認識数理計算上の差異 △20,125千円

合　計 △20,125千円

債券 49.5％

株式 23.6％

一般勘定 2.0％

その他 24.9％

合　計 100.0％

(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

(5) 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は、次のとおりでありま

す。

(6) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は、次のとおりであ

ります。

(7) 年金資産に関する事項

① 年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

② 長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分

と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮

しております。

(8) 数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎

割引率　　　　　　  1.1％

長期期待運用収益率  2.0％

予想昇給率　　　　  0.0％

一時金選択率　　　 95.0％

３. 確定拠出制度

当連結会計年度の確定拠出制度への拠出に係る費用認識額は、7,863千円であります。
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連結貸借対照表計上額 時価

3,802,223 5,661,180

売上高

（千円）

構成比

（％）

繊維製品製造販売業

直営店・EC 2,514,555 11.9

自主管理型売場 17,479,774 82.7

卸売 723,253 3.4

その他 147,124 0.7

計 20,864,708 98.7

顧客との契約から生じる収益 20,864,708 98.7

その他の収益 不動産賃貸事業 275,208 1.3

外部顧客への売上高 21,139,916 100.0

＜賃貸等不動産に関する注記＞

１. 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社は、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル等を保有しております。

２. 賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：千円）

（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であり

ます。

２. 当連結会計年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評

価書に基づいて自社で算定した金額であります。

＜収益認識関係に関する注記＞

１. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社グループは、紳士服、婦人服等の繊維製品の企画、製造及び販売を主たる事業とする

「繊維製品製造販売業」を事業領域としております。

　主たる収益の分解と報告セグメントとの関連は、以下のとおりであります。

２. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　「＜連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等＞３.会計方針に

関する事項(４)重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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連結注記表

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高）

受取手形及び売掛金 1,193,581

顧客との契約から生じた債権(期末残高)

受取手形及び売掛金 1,232,159

契約資産（期首残高） 11,562

契約資産（期末残高） 12,215

契約負債（期首残高） 29,508

契約負債（期末残高） 32,784

１. １株当たり純資産額 844円41銭

２. １株当たり当期純利益 17円17銭

３. 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

（1）顧客との契約から生じた債権及び債務の残高等

　顧客との契約から生じた契約資産及び契約負債の残高は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

（2）残存履行義務に配分した取引価格

　当社グループにおいては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実

務上の便法を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客と

の契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

＜１株当たり情報に関する注記＞
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貸借対照表 （2024年８月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部） （負　債　の　部）

流 動 資 産 10,621,992 流 動 負 債 5,352,532

現 金 及 び 預 金 4,796,949 買 掛 金 609,870

受 取 手 形 7,951 電 子 記 録 債 務 3,514,315

売 掛 金 1,224,207 １年内返済予定の長期借入金 220,043

有 価 証 券 2,300,000 リ ー ス 債 務 13,697

商 品 及 び 製 品 2,070,700 未 払 金 466,908

仕 掛 品 85,664 未 払 法 人 税 等 48,204

そ の 他 136,518 未 払 消 費 税 等 37,286

未 払 費 用 226,978

預 り 金 14,110

賞 与 引 当 金 72,204

そ の 他 128,914

固 定 資 産 13,073,078 固 定 負 債 1,296,773

有 形 固 定 資 産 (6,763,096) 長 期 借 入 金 558,250

建 物 1,374,678 リ ー ス 債 務 15,805

構 築 物 5,257 長 期 未 払 金 10,489

機 械 及 び 装 置 96,946 長 期 預 り 保 証 金 194,809

車 両 運 搬 具 1,254 繰 延 税 金 負 債 438,689

工具、器具及び備品 77,407 資 産 除 去 債 務 78,728

土 地 5,179,068 負 債 合 計 6,649,305

リ ー ス 資 産 28,263 （純 資 産 の 部）

建 設 仮 勘 定 220 株 主 資 本 15,757,336

無 形 固 定 資 産 (10,330) 資 本 金 4,917,652

投 資 そ の 他 の 資 産 (6,299,651) 資 本 剰 余 金 4,988,692

投 資 有 価 証 券 5,861,536 資 本 準 備 金 1,229,413

関 係 会 社 株 式 30,000 そ の 他 資 本 剰 余 金 3,759,279

長 期 前 払 費 用 20,880 利 益 剰 余 金 6,205,501

差 入 保 証 金 121,565 そ の 他 利 益 剰 余 金 6,205,501

前 払 年 金 費 用 215,308 別 途 積 立 金 3,700,000

そ の 他 78,032 繰 越 利 益 剰 余 金 2,505,501

貸 倒 引 当 金 △27,671 自 己 株 式 △364,510

評価・換算差額等 1,298,428

その他有価証券評価差額金 1,303,764

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △5,335

純 資 産 合 計 17,045,765

資 産 合 計 23,695,071 負 債 純 資 産 合 計 23,695,071
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損益計算書

損益計算 書 ( 2023年９月１日から
2024年８月31日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高

商 品 及 び 製 品 売 上 高 20,864,708

不 動 産 賃 貸 収 入 275,208 21,139,916

売 上 原 価

商 品 及 び 製 品 売 上 原 価 9,007,684

不 動 産 賃 貸 原 価 138,218 9,145,902

売 上 総 利 益 11,994,014

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 11,800,130

営 業 利 益 193,884

営 業 外 収 益

受 取 利 息 4

有 価 証 券 利 息 26,286

受 取 配 当 金 91,924

そ の 他 32,968 151,184

営 業 外 費 用

支 払 利 息 8,056

そ の 他 1,310 9,367

経 常 利 益 335,701

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 31,373 31,373

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 2,950

減 損 損 失 5,665

災 害 に よ る 損 失 8,841 17,457

税 引 前 当 期 純 利 益 349,617

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 62,433

法 人 税 等 調 整 額 △39,111 23,321

当 期 純 利 益 326,296
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書 ( 2023年９月１日から
2024年８月31日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金
そ の 他
資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金
合 計

当 期 首 残 高 4,917,652 1,229,413 3,759,279 4,988,692

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の当期変動額
( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － －

当 期 末 残 高 4,917,652 1,229,413 3,759,279 4,988,692

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金 利 益 剰 余 金
合 計別 途 積 立 金 繰 越 利 益 剰 余 金

当 期 首 残 高 3,700,000 2,549,030 6,249,030

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △369,825 △369,825

当 期 純 利 益 326,296 326,296

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の当期変動額
( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － △43,528 △43,528

当 期 末 残 高 3,700,000 2,505,501 6,205,501
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株主資本等変動計算書

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計
自 己 株 式

株 主 資 本

合 計

その他有価証

券評価差額金
繰延ヘッジ損益

評価・換算

差額等合計

当 期 首 残 高 △364,168 15,791,207 753,505 3,529 757,035 16,548,243

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △369,825 △369,825

当 期 純 利 益 326,296 326,296

自 己 株 式 の 取 得 △341 △341 △341

株主資本以外の項目の当期変動額
( 純 額 )

550,258 △8,865 541,393 541,393

当 期 変 動 額 合 計 △341 △43,870 550,258 △8,865 541,393 497,522

当 期 末 残 高 △364,510 15,747,336 1,303,764 △5,335 1,298,428 17,045,765
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個 別 注 記 表
＜重要な会計方針に係る事項に関する注記＞

１. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式

　移動平均法による原価法

② その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

　時価法

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　主として総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

２. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、1998年12月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　３～47年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

(3) リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(4) 長期前払費用

　定額法を採用しております。

３. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(2) 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額の当事業年度負担額を計

上しております。
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(3) 退職給付引当金（前払年金費用）

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、発生年度において一括償却しております。

　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（８年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理しております。

なお、当事業年度末における年金資産が、退職給付債務から数理計算上の差異等を

控除した額を超過する場合には、前払年金費用として「投資その他の資産」に計上し

ております。

４. 重要な収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び

当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、以下のとおりであり

ます。

(1) 卸売販売に係る収益

　卸売販売に係る収益は、製品の引渡及び配送を履行義務として識別しております。卸

売販売においては、顧客による検収が完了した時点で履行義務が充足されるものの、製

品出荷時点と重要な差異はないため、当該製品の出荷時点で収益を認識しております。

(2) 小売販売に係る収益

　小売販売に係る収益は、製品の引渡を履行義務として識別しております。小売販売に

おいては、通常製品の引渡時点において履行義務が充足されるため、当該製品の引渡時

点で収益を認識しております。

(3) サービス提供に係る収益

　サービス提供に係る収益は、主にライセンス、ロイヤリティ収入が含まれ、ライセン

スの貸与を履行義務として識別しております。これらは、契約上の条件が履行されるに

つれて履行義務が充足されると判断し、一定期間にわたり収益を認識しております。

５. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

（ 31 ）



2024/11/06 15:14:58 / 24118546_ヤマトインターナショナル株式会社_招集通知

個別注記表

６. ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約については、振当処理

の要件を満たしている場合には振当処理、金利スワップ取引については、特例処理の要

件を満たしている場合には特例処理によっております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ. ヘッジ手段……為替予約

ヘッジ対象……外貨建債権債務及び外貨建予定取引

ｂ. ヘッジ手段……金利スワップ取引

ヘッジ対象……借入金

(3) ヘッジ方針

　デリバティブ取引に関する権限規程等を定めた社内管理規程に基づき、為替相場変動

リスク及び金利変動リスクをヘッジしております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

　外貨建予定取引に係る為替予約については、予定取引の主要な取引条件の予測可能性

及びその実行可能性を検討し、有効性の評価を行っております。

　なお、振当処理によっている外貨建債権債務に係る為替予約は振当処理の要件を満た

していることを、特例処理によっている金利スワップ取引は特例処理の要件を満たして

いることを確認しており、その判定をもって有効性の評価に代えております。

７. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類における会

計処理の方法と異なっております。
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２. 関係会社に対する短期金銭債権 2,037千円

関係会社に対する短期金銭債務 44,972千円

３. 有形固定資産の減価償却累計額 7,441,893千円

業務委託費 465,788千円

営業取引以外の取引高 21,838千円

（単位：株）

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

自 己 株 式

普 通 株 式
（注）

756,907 1,046 － 757,953

合 計 756,907 1,046 － 757,953

＜貸借対照表に関する注記＞

１. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

＜損益計算書に関する注記＞

１. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２. 関係会社との取引高

＜株主資本等変動計算書に関する注記＞

自己株式の種類及び総数に関する事項

（注）自己株式の増加1,046株は、単元未満株式の買取りによる増加1,046株であります。
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繰延税金資産

棚卸資産 17,394千円

投資有価証券 45,773千円

未払事業所税 6,166千円

未払事業税 12,861千円

未払費用 3,431千円

貸倒引当金 8,467千円

賞与引当金 22,094千円

返金負債 2,801千円

契約負債 3,492千円

長期未払金 2,386千円

電話加入権 1,781千円

減損損失 911,530千円

資産除去債務 24,090千円

繰越欠損金 182,009千円

その他 17,859千円

繰延税金資産小計 1,262,143千円

評価性引当額 △1,116,608千円

繰延税金資産合計 145,535千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 508,902千円

有形固定資産 9,116千円

前払年金費用 66,206千円

繰延税金負債合計 584,225千円

繰延税金資産（負債）の純額 △438,689千円

法定実効税率 30.6％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 △0.5％

住民税均等割 7.0％

評価性引当額 △30.4％

その他 0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 6.7％

＜税効果会計に関する注記＞

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率の主な差異原因別の内訳

＜収益認識関係に関する注記＞

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「＜連結計算書類の作成の

ための基本となる重要な事項に関する注記等＞３.会計方針に関する事項(４）重要な収益及び費

用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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個別注記表

１. １株当たり純資産額 829円68銭

２. １株当たり当期純利益 15円88銭

＜１株当たり情報に関する注記＞
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会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2024年10月９日

ヤマト インターナショナル株式会社

取　締　役　会　御中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ
　　　大 　阪 　事　 務 　所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 岡 本 健 一 郎

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 村 上 育 史
　監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ヤマト イ

ンターナショナル株式会社の2023年９月１日から2024年８月31日までの第
78期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」
という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産
及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準
に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計
算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人
は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責
任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び
監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容
は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明す
るものではない。

計算書類に係る会計監査人の監査報告
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会計監査報告

　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通
読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法
人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ
と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの
兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤り
があると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これに
は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計
算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において
一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する
事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用におけ
る取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算
書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理
的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する
意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従
って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐
疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。ま
た、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。
監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明す
るためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状
況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。
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会計監査報告

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営
者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の
妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切で
あるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に
重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不
確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事
項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の
注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を
表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日まで
に入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企
業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当
と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連
する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算
書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを
評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実
施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の
重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国にお
ける職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響
を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応
策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するための
セーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に
より記載すべき利害関係はない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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